
建設産業
　
イ
ン
フ
ラ
投
資
に
よ
る
国
土
強
靱
化
を
掲
げ
た
自
民
党
を
軸
と
し
た
新
政
権
が
誕
生
し
、

き
ょ
う
じ
ん

風
向
き
が
変
わ
っ
て
き
た
建
設
業
界
。
だ
が
、
足
元
の
事
業
環
境
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
。
２

０
０
８
年
秋
の
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
を
き
っ
か
け
に
低
価
格
受
注
競
争
が
再
燃
し
、
採
算
性

の
低
い
工
事
を
抱
え
込
ん
で
い
た
と
こ
ろ
に
、
震
災
復
旧
・
復
興
に
伴
う
労
務
費
や
建
設
資
材

の
高
騰
が
起
こ
っ
た
た
め
だ
。

年
度
以
降
、
赤
字
に
陥
る
会
社
も
散
見
さ
れ
る
。
た
だ
、
不

採
算
工
事
は
今
年
度
で
ほ
ぼ
解
消
さ
れ
る
見
通
し
に
あ
り
、
新
政
権
に
よ
る
経
済
政
策
も
追
い

風
に
、

年
度
か
ら
回
復
軌
道
を
た
ど
っ
て
い
き
そ
う
だ
。

新
経
済
政
策
追
い
風
に建設投資上昇見通し東南アジア展開も活発に

▲
東
京
・
丸
の
内
周
辺
で
は
、

Ｊ
Ｐ
タ
ワ
ー
や
Ｊ
Ｒ
東
京
駅
丸

の
内
駅
舎
保
存
復
元
完
成
な

ど
、
建
設
業
界
の
技
術
力
を
発

揮
し
た
ま
ち
づ
く
り
が
行
わ
れ

て
い
る

堅
調
を
持
続

　
建
設
経
済
研
究
所
が
主
要
建

設
会
社

社

直
近
３
年
間
に

お
け
る
連
結
売
上
高
平
均
の
上

位

を
対
象
に
ま
と
め
た

年

４
―
９
月
期
決
算
分
析
に
よ
る

と
、
単
体
の
受
注
高
合
計
は
前

年
同
期
比
３
・
５
％
増
の
４
兆

５
０
４
９
億
円
で
、
２
年
連
続

の
増
加
と
な
っ
た
。
震
災
直
後

の
応
急
復
旧
工
事
な
ど
が
あ
っ

た
前
年
同
期
に
比
べ
る
と
伸
び

率
は
や
や
下
が
っ
て
い
る
が
、

遅
れ
気
味
だ
っ
た
復
興
工
事
が

本
格
化
し
て
堅
調
を
持
続
。
リ

ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
前
の

年

４
―
９
月
期
は
６
兆
５
０
０
億

円
だ
っ
た
の
で
、
約

％
の
水

準
ま
で
受
注
が
戻
っ
て
き
た
状

況
に
な
る
。

　

年
４
―
９
月
期
の
単
体
受

注
高
を
規
模
別
に
見
る
と
、
大

手

連
結
売
上
高
１
兆
円
超
の

５
社

が
同
２
・
６
％
増
の
２

兆
２
０
２
７
億
円
、
準
大
手

同
２
０
０
０
億
円
超
の

社

が
同
５
・
０
％
減
の
１
兆

１
９
９
２
億
円
、
中
堅

同
２

０
０
０
億
円
以
下
の

社

が

同

・
３
％
増
の
１
兆
１
０
２

９
億
円
。
大
手
は
手
堅
く
受
注

を
伸
ば
し
た
の
に
対
し
、
準
大

手
は
前
年
同
期
が
２
ケ
タ
増
だ

っ
た
反
動
減
で
落
ち
込
み
、
中

堅
は
自
治
体
な
ど
の
復
旧
・
復

興
関
連
工
事
を
幅
広
く
集
め
て

躍
進
し
た
。
受
注
シ
ェ
ア
は
大

手
が
同
０
・
５

減
の

・
９

％
、
準
大
手
が
同
２
・
４

減

の

・
６
％
、
中
堅
が
同
２
・

９

増
の

・
５
％
と
な
っ

た
。

　
受
注
高
を
土
木
と
建
築
の
分

野
別
に
見
る
と
、
官
公
需
比
率

が
高
い
土
木
が
同
０
・
２
％
減

の
１
兆
２
５
７
３
億
円
、
民
間

中
心
の
建
築
が
同
４
・
８
％
増

の
３
兆
８
５
５
億
円
。

　
土
木
は
公
共
事
業
の
削
減
に

よ
り

年
に
同

・
８
％
減
、

年
に
同

・
３
％
減
と
２
ケ

タ
減
少
が
続
き
、

年
に
震
災

応
急
復
旧
に
加
え
津
波
の
が
れ

き
処
理
な
ど
大
型
案
件
が
あ
っ

て
同

・
９
％
増
と
反
発
し
た

が
微
減
に
。一
方
、建
築
は

年

に
同

・
８
％
減
と
大
き
く
落

ち
込
み
、

年
に
同
１
・
５
％

減
、

年
に
同
０
・
４
％
減
と

減
少
が
続
い
た
が
、
リ
ー
マ
ン

・
シ
ョ
ッ
ク
で
凍
結
・
先
送
り

と
な
っ
て
い
た
民
間
設
備
投
資

が
動
き
だ
し
て
増
加
に
転
じ

た
。

　
土
木
受
注
で
は
、

年
に
が

れ
き
処
理
の
共
同
企
業
体

Ｊ

Ｖ

を
中
心
と
な
っ
て
組
成
し

て
同

・
６
％
増
を
記
録
し
た

大
手
が
反
動
減
で
同

・
２
％

減
の
４
２
２
５
億
円
、
Ｊ
Ｖ
に

名
前
を
連
ね
た
準
大
手
が
同
５

・
８
％
減
の
３
７
６
２
億
円
と

な
っ
た
が
、
中
堅
が
復
旧
・
復

興
関
連
工
事
で
機
動
力
を
発
揮

し
て
同

・
２
％
増
の
４
５
８

５
億
円
と
規
模
別
シ
ェ
ア
で
ト

ッ
プ
に
立
っ
た
。

円
安
で
通
期
改
善

　
建
築
受
注
で
は
、
大
手
が
同

６
・
２
％
増
の
１
兆
７
１
３
６

億
円
、
準
大
手
が
同
４
・
７
％

減
の
７
７
２
９
億
円
、
中
堅
が

同

・
５
％
増
の
５
９
９
０
億

円
。
準
大
手
は
マ
ン
シ
ョ
ン
建

築
を
得
意
と
す
る
会
社
が
多
く

年
に
唯
一
、
消
費
税
引
き
上

げ
前
の
駆
け
込
み
需
要
を
見
込

ん
だ
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
の
計
画

前
倒
し
で
受
注
を
伸
ば
し
た

が
、
反
動
減
に
見
舞
わ
れ
た
格

好
だ
。

　
ま
た
、
連
結
の
売
上
高
合
計

は
震
災
復
旧
・
復
興
工
事
の

進
捗
と
と
も
に
、国
内
メ
ー
カ

し
ん
ち
ょ
く

ー
の
海
外
工
場
建
設
が
加
速
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
同
４
・
８

％
増
の
５
兆
５
６
７
１
億
円
。

規
模
別
で
は
大
手
が
同
６
・
１

％
増
の
２
兆
９
５
４
９
億
円
で

４
年
ぶ
り
、
準
大
手
が
同
５
・

７
％
増
の
１
兆
５
２
０
０
億
円

で
２
年
連
続
、
中
堅
が
同
０
・

３
％
増
の
１
兆
９
２
１
億
円
で

５
年
ぶ
り
の
増
加
と
な
っ
た
。

　
収
益
面
で
は
、

年
４
―
９

月
期
に
お
け
る
連
結
経
常
利
益

は
総
計
で
同

・
４
％
減
の
３

０
７
億
円
に
な
り
、
売
上
高
経

常
利
益
率
は
同
０
・
８

ダ
ウ

ン
の
０
・
６
％
。
円
高
に
伴
う

為
替
差
損
は

年
の
約
１
１
９

億
円
か
ら
約

億
円
に
減
少
し

て
い
る
も
の
の
、
営
業
外
利
益

が
小
さ
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て

２
年
連
続
の
悪
化
と
な
っ
た
。

　
企
業
規
模
別
に
経
常
利
益
を

見
る
と
、
大
手
は
５
社
の
う
ち

１
社
が
赤
字
で
同

・
９
％
減

の
４
５
６
億
円

売
上
高
経
常

利
益
率
１
・
５
％

、
準
大
手

は

社
の
う
ち
５
社
が
赤
字
で

損
失

億
円
、
中
堅
は

社
の

う
ち

社
が
赤
字
で
損
失

億

円
。

年
に
赤
字
と
な
っ
た
中

堅
に
続
き
、
準
大
手
も
規
模
別

で
赤
字
に
転
落
し
た
。
た
だ
、

為
替
差
損
に
つ
い
て
は
為
替
相

場
が
円
安
に
転
じ
、
す
で
に

年
４
―

月
期
段
階
で
縮
小
傾

向
が
明
確
に
な
っ
て
お
り
、
通

期
で
は
さ
ら
な
る
改
善
が
見
込

ま
れ
る
状
況
だ
。

　
同
研
究
所
は
建
設
会
社
の
業

績
に
直
結
す
る
建
設
投
資
見
通

し
も
政
府
予
算
、
民
間
設
備
投

資
動
向
な
ど
か
ら
四
半
期
ご
と

に
ま
と
め
て
い
る
。
自
民
党
政

権
が
緊
急
経
済
対
策
と
し
て
編

成
し
た

年
度
補
正
予
算
ま
で

反
映
し
た
最
新
推
計
に
よ
る

と
、
民
間
を
含
め
た
建
設
投
資

総
額
は

年
度
が

兆
９
４
０

０
億
円

前
年
度
比
５
・
４
％

増

、

年
度
が

兆
３
３
０

０
億
円

同
７
・
７
％
増

と

３
年
連
続
、
右
肩
上
が
り
の
上

昇
と
な
る
見
通
し
。
国
土
強
靱

化
に
向
け
た
政
府
建
設
投
資
は

年
度
、
９
年
ぶ
り
に

兆
円

を
上
回
る
。

海
外
事
業
を
強
化

　

年
度
見
通
し
の
内
訳
は
政

府
建
設
投
資
が

兆
２
１
０
０

億
円

同

・
２
％
増

、
民

間
住
宅
投
資
が

兆
４
２
０
０

億
円

同
５
・
４
％
増

、
民

間
非
住
宅
建
設
投
資
が

兆
７

０
０
０
億
円

同
３
・
８
％

増

。
政
府
投
資
は
地
方
単
独

事
業
が
前
年
度
並
み
、
国
も
補

正
予
算
を
踏
ま
え
て

年
度
当

初
予
算
に
つ
い
て
は
前
年
度
並

み
と
な
り
、
東
日
本
大
震
災
復

興
特
別
会
計
の
建
設
投
資
を
２

兆
５
０
０
０
億
円
程
度
と
見
込

ん
で
推
計
し
た
。
住
宅
着
工
戸

数
は
復
興
需
要
と
消
費
増
税
前

の
駆
け
込
み
で

万
１
０
０
戸

同
４
・
５
％
増

を
予
想
し

て
い
る
。

　
前
提
と
な
る

年
度
の
実
績

見
込
み
は
政
府
建
設
投
資
が

兆
２
０
０
億
円

同
８
・
２
％

増

、
民
間
住
宅
投
資
が

兆

６
８
０
０
億
円

同
４
・
１
％

増

、
民
間
非
住
宅
建
設
投
資

が

兆
２
４
０
０
億
円

同
２

・
８
％
増

。
住
宅
着
工
戸
数

に
つ
い
て
は

万
戸

同
５
・

８
％
増

と
さ
れ
た
。

　
一
方
、
こ
こ
数
年
続
い
た
円

高
は
修
正
局
面
を
迎
え
て
い
る

も
の
の
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
な

ど
が
目
覚
ま
し
い
経
済
成
長
を

み
せ
て
市
場
性
が
高
ま
っ
て
お

り
、
国
内
製
造
業
の
海
外
展
開

は
相
変
わ
ら
ず
活
発
。
日
系
メ

ー
カ
ー
の
工
場
建
設
を
狙
う
建

設
会
社
も
海
外
事
業
を
強
化
す

る
動
き
が
目
立
っ
て
い
る
。

　

年
の
洪
水
被
害
に
よ
り
さ

ま
ざ
ま
な
産
業
分
野
で
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
に
支
障
を
き
た
す

事
態
を
招
い
た
タ
イ
は
、
復
旧

に
併
せ
て
工
場
を
拡
張
移
転
す

る
動
き
も
出
て
い
て
日
系
ゼ
ネ

コ
ン
各
社
と
も
繁
忙
を
極
め

る
。
ま
た
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
も

日
系
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
展
開

で
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
が
相
次

い
で
進
出
を
決
め
、
需
要
に
応

え
き
れ
な
い
よ
う
な
状
態
だ
。

同
国
に
は
戸
田
建
設
と
前
田
建

設
工
業
が
新
た
に
駐
在
員
事
務

所
を
開
設
し
、
ゼ
ネ
コ
ン
大
手

・
準
大
手
の
足
並
み
が
ほ
ぼ
そ

ろ
っ
た
。

　
ま
た
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
は
民
主

化
進
展
に
伴
っ
て
国
連
主
要
国

の
経
済
制
裁
が
解
除
さ
れ
、
政

府
開
発
援
助

Ｏ
Ｄ
Ａ

に
よ

る
大
規
模
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
加

え
工
場
や
オ
フ
ィ
ス
、
ホ
テ
ル

な
ど
の
民
間
需
要
も
見
込
ま
れ

る
状
況
。
同
国
へ
の
工
場
立
地

を
決
め
る
日
系
メ
ー
カ
ー
が
現

実
に
出
始
め
、
ゼ
ネ
コ
ン
の
動

き
も
活
発
に
な
っ
て
い
る
。
清

水
建
設
が
昨
秋
、

年
ぶ
り
に

ヤ
ン
ゴ
ン
事
務
所
を
再
開
し
た

の
に
続
き
、
政
情
不
安
で
ヤ
ン

ゴ
ン
に
あ
っ
た
ミ
ャ
ン
マ
ー
事

務
所
を

年
に
閉
鎖
し
た
前
田

建
も
再
開
手
続
き
中
。
ま
た
、

西
松
建
設
が
投
資
認
可
・
営
業

許
可
を
申
請
済
み
。
経
済
制
裁

に
よ
る
市
場
の
混
乱
や
政
情
不

安
に
耐
え
て
拠
点
を
維
持
し
て

き
た
鹿
島
、
ハ
ザ
マ
の
両
社
も

人
員
を
増
強
す
る
な
ど
体
制
強

化
を
図
っ
て
い
る
。

持続可能なまちづくりを担う
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